
株式会社　レビックグローバル

令和 8年 3月31日 現在 単位：円

【 】 【 1,044,982,204 】 【 】 【 310,011,981 】

164,759,986 25,642,697

74,573,401 68,772,946

8,256,631 5,879,529

64,155 -3,872,069

16,007,653 12,280,000

730,000,000 185,384,399

46,347,716 3,424,479

4,967,662 12,500,000

5,000 【 】 【 21,480,057 】

【 】 【 195,066,169 】 405,057

（ ） （ 3,838,154 ） 21,075,000

284,000 331,492,038

-25,441

25,861,971

-22,282,376 【 】 【 908,556,335 】

（ ） （ 168,638,213 ） 60,000,000

167,806,130 （ ） （ 29,608,896 ）

832,083 28,608,896

（ ） （ 22,589,802 ） 1,000,000

10,000 （ ） （ 818,947,439 ）

2,543,335 818,947,439

20,036,467 818,947,439

908,556,335

1,240,048,373 1,240,048,373

商 品

未 払 法 人 税 等

資　　 産 　　の 　　部 負 　　債 　　の 　　部

科　　　　 目 金　　　　額 科　　　　 目 金　　　　額

売 掛 金

未 払 費 用

未 払 金

貯 蔵 品

貸借対照表

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

未 払 消 費 税 等立 替 金

前 受 金短 期 貸 付 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

前 払 費 用

固 定 負 債

長 期 未 払 金

未 収 入 金

仮 払 金

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

設 備 造 作

株 主 資 本

設備造作減価償却累計額

資 本 金

工 具 器 具 備 品

資 本 剰 余 金

純　 資　 産　 の　 部

工具器具備品減価償却累計

資 本 準 備 金

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 本 剰 余 金

ソ フ ト ウ エ ア

利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

純 資 産 合 計



株式会社　レビックグローバル

重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法　　　　　　　

有価証券の評価基準及び評価方法

　　時価のないもの・・・移動平均法による原価法によっております。

※貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定しております。

固定資産の減価償却の方法　　　　　　　　

引当金の計上基準　　　　　　　　　　　　

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

当期純利益金額

当期純利益金額       22,773,922円

商品　・・・最終仕入原価法に基づく原価法によっております。

個別注記表

自 令和 8年 1月 1日

至 令和 8年 3月31日

　その他有価証券

たな卸資産の評価基準及び評価方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

仕掛品・・・個別法に基づく原価法によっております。

貯蔵品・・・最終仕入原価法に基づく原価法によっております。

有形固定資産・・・定率法によっております。なお、平成28年4月1日以降に取得した建物

　　　　　　　　　附属設備及び構築物については、定額法によっております。

無形固定資産・・・定額法によっております。耐用年数については、法人税法上に規定す

　　　　　　　　　る方法と同一の基準によっております。なお、自社利用のソフトウェ

　　　　　　　　　アについては、社内における利用可能期間（5年）、自社開発コンテ

　　　　　　　　　ンツマスターについては、経済的耐用年数（3年）及び残存価額（備

　　　　　　　　　忘価額）に基づく定額法によって償却しております。

貸倒引当金　　・・・受取手形・売掛金等の再建の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

　　　　　　　　　　いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の再建については

　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。　

賞与引当金　　・・・従業員の賞与支給に充てるため、支給対象期間に応じた支給見積額

　　　　　　　　　　を計上しております。

退職給付引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務（退職

　　　　　　　　　　給付に係る期末自己都合要支給額）の見込額に基づき算出した額を

　　　　　　　　　　計上しております。

消費税等の会計処理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


